
１　施策の位置づけ

２　施策の評価

施設

３　主な取組

1

記号

156 5

256 5

257 7

255 5

254 5

４-１　施策の評価・検証　（総務課）

４-２　施策の評価・検証　（企画財政課）

R4 R5 R6

目標値
指標（ＫＰＩ）

単
位

基準値 達成値

0 0 0 2

基本戦略 ４．未来へつながる村をつくります

重点目標

主要施策 ８－４．計画的な公共施設の維持・管理・運営を行います

担当課
H30 R1 R2 R3

　

事務事業名 担当課 成果

5 企画財政課

計画的な公共施設の維持・管理 総合評価

村民が安心して公共施設やインフラの利活用ができるよう、計画的な公共施設の維持・管理 Ａ

古見コミュニティ広場補助金 総務課 維持

公共施設の除却数

事業構成の適正
　持続可能な財政運営を行うため、不要な施設の解体を行った。今後も引き続き各施
設の必要性・維持管理費の検証を進める。

事業の重点化
　第６次総合計画の推進を図るため、各施設の必要性・維持管理費の検証を行う。

評価視点 評価コメント

事業構成の適正
効率的・効果的な業務の推進、組織の人員体制の管理を進めるため、職員の定員管理
計画の策定

事業の重点化
村税の収納率が減少傾向にあるため、県の関係機関と連携した徴収対策を図るほか、
差押え等により徴収率の向上を図る。

（様式２） 令和４年度　施策評価シート

評価視点 評価コメント

　

　

コスト 評価 重点化

維持 Ａ

　

公有財産管理システム機器更新業務委託料 総務課 維持 維持 Ａ 　

公共施設等総合管理計画策定委託料 総務課 維持 維持 Ａ

　

施設解体事業設計業務委託料 企画財政課 維持 維持 Ａ 　

旧保育園プール解体工事 総務課 休・廃止 皆減 Ａ



【朝日村第６次総合戦略】 8 4 1
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：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

補助金細節名称古見コミュニティ広場補助金

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

補助金 270 ➀補助金 270

予算科目 款 '02 項 '01 目

手 段 古見区が地権者に支払う地代を補助金として支出

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

2 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 ４．未来へつながる村をつくります

重点目標 　

主要施策 ８－４．計画的な公共施設の維持・管理・運営を行います

対 象 古見区 補助単独 単独

総務課

事 業 名 称

概 要

目 的 指定管理者が管理する土地の地代として支払いが必要のため 経費区分 経常

'05 開始年度

新/継 継続

目 標 年間補助額270千円

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 270 単位 千円

そ の 他 特 財

一 般 財 源 270 一 般 財 源 270 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

年度末までの支払い完了 年度末までの支払い完了

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

現在は指定管理者が地権者に地代を支払って
おり、地代分を村が古見区に支払う形となってい
る。今後地権者に対し村が直接支払う、購入す
る等検討が必要となる。

現在は指定管理者が地権者に地代を支払って
おり、地代分を村が古見区に支払う形となってい
る。今後地権者に対し村が直接支払う、購入す
る等検討が必要となる。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 270 予算額 270 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

156令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 270 一 般 財 源 270 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

古見ふれあい広場補助金の支払い 古見ふれあい広場補助金の支払い

千円 単位目標値 270 単位 千円 270 単位
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【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

委託料細節名称施設解体事業設計業務委託料

担当者 係長

Ａ

② ②

活動指標 公共施設の除却数

事業費

➀ ➀施設解体事業設計業務委託費 2,499

予算科目 款 02 項 01 目

手 段 業務委託

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

3 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 ４．未来へつながる村をつくります

重点目標 #N/A

主要施策 ８－４．計画的な公共施設の維持・管理・運営を行います

対 象 旧おひさま保育園 補助単独 単独

企画財政課

事 業 名 称

概 要

目 的 限られた村有地を有効活用するため、不要となった旧おひさま保育園を解体する 経費区分 臨時

05 開始年度

新/継 新規

目 標 公共財産の有効活用

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 #REF! 一 般 財 源 2,499 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

アスベストを建材に含む旧おひさま保育園の解
体について、適切に解体を行うことができた

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題
跡地利用について、村が計画・検討している「地
域優良賃貸住宅」の建設に向けて地域住民へ説
明、合意形成を行う必要がある

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

NG Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 0 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

256令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

保育園跡地の有効活用について、地域優良賃貸
住宅の建設を実施する

単位目標値 単位 単位
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：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

単位目標値 単位 単位

257令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

なし

財源

（千円）

予算額 0 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止 ✔

コスト

Ａ

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

なし

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 施設 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

旧保育園プール除却　１箇所

目標実績値 単位 除却１

そ の 他 特 財

一 般 財 源 #REF! 一 般 財 源 4,950 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

基本戦略 ４．未来へつながる村をつくります

重点目標 #N/A

主要施策 ８－４．計画的な公共施設の維持・管理・運営を行います

対 象 施設利用者 補助単独 単独

総務課

事 業 名 称

概 要

目 的 遊休化している施設の除却 経費区分 臨時

05 開始年度

新/継 新規

目 標 計画的な公共施設の維持・管理・運営

予算科目 款 02 項 01 目

手 段 除却工事

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

3 年度 所 管 課

③ ③ ③

工事請負費細節名称旧保育園プール解体工事

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀ ➀除却工事 4950000
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：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

委託料細節名称公有財産管理システム機器更新業務委託料

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀ ➀システム機器更新 1265

予算科目 款 02 項 01 目

手 段 ベンダーへの業務委託

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

3 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 ４．未来へつながる村をつくります

重点目標 #N/A

主要施策 ８－４．計画的な公共施設の維持・管理・運営を行います

対 象 公有財産管理システム（PC及びHDD機器、ﾃﾞｰﾀｰ移行） 補助単独 単独

総務課

事 業 名 称

概 要

目 的 システム機器更新等 経費区分 臨時

05 開始年度

新/継 新規

目 標 －

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 単位

そ の 他 特 財

一 般 財 源 #REF! 一 般 財 源 1,265 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

当初予定どおり問題なく機器更新・データ移行を
実施した

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題
将来的にシステム管理方法（クラウド化導入等）
を検討

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 0 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

255令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

機器5年更新のため無

単位目標値 単位 単位
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：

：

：

【事業の実績】 Ｄｏ

【事業の評価】 Ｃｈｅｃｋ 【事業の改善・方向性】 Ａｃｔｉｏｎ

④ ② ➀

③ ⑤

⑥

⑦

【事業の計画】 Ｐｌａｎ

委託料細節名称公共施設等総合管理計画策定委託料

担当者 係長

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

② ②

活動指標

事業費

➀ ➀委託料 3113

予算科目 款 02 項 01 目

手 段 各担当により個別施設計画中長期計画シートの見直しを行い管理計画へ反映を行う。

事務事業の
主な業務

令和２年度 事業費 令和３年度 事業費 令和４年度

②

3 年度 所 管 課

③ ③ ③

基本戦略 ４．未来へつながる村をつくります

重点目標 #N/A

主要施策 ８－４．計画的な公共施設の維持・管理・運営を行います

対 象 補助単独 単独

総務課

事 業 名 称

概 要

目 的 策定から5年が経過し、社会情勢が変化したことや個別施設計画の策定を受け計画の見直しを行う 経費区分 臨時

05 開始年度

新/継 新規

目 標 令和3年度末までに改定完成

➀

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

④ ④ ④

目標実績値 単位 3月末完成

そ の 他 特 財

一 般 財 源 #REF! 一 般 財 源 3,113 一 般 財 源

（
内
訳

）

国 県 支 出 金

地 方 債 地 方 債 地 方 債

そ の 他 特 財

国 県 支 出 金

・事業の休止・廃止した場合の影響 維持 ✔ ✔

効率性

・経費は適正、必要最小限であるか

財源

（千円）

決算額 決算額 決算額

（
内
訳

）

単位 単位

そ の 他 特 財

取組内容
と成果

公共施設等総合管理計画の改定に合わせ個別
施設計画の中長期シートの見直しを実施し、財
政計画とのすり合わせを行うことができた。

・行政が行う必要の度合い 縮小

課題

計画策定は完了したが、毎年、国の補助金等に
より施設の修繕のタイミングも変化するため、各
担当にて注視していく必要がある。

区分 項目 今後の方向性

評
価
の
視
点

必要性

・目標達成等により、必要性が希薄

成
果

拡大

・最良の手段・手法であるか 皆減 縮小 維持 拡大

・他事業との連携・調整は図られているか

休止・廃止

コスト

Ａ

A：計画どおりに事業を進めることが適当

Ａ Ａ協働性

・住民等への協力・理解が図られているか B：事業の進め方の改善の検討

・住民等との役割分担がされているか

妥当性

・他計画との整合性はあるか 総合評価

・受益者負担の有無、適正であるか 区分 担当者 係長

・特定の個人・団体へ受益が偏っていないか

Ａ

Ａ

C：事業規模・内容・主体の見直し検討

・民間等へ移管可能か、検討されているか D：事業の統合・休廃止の検討

0

（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

国 県 支 出 金
（
内
訳

）

財源

（千円）

予算額 0 予算額 0 予算額

地 方 債 地 方 債 地 方 債

254令和４年度　事務事業評価シート
（様式１）

国 県 支 出 金

一 般 財 源 一 般 財 源 一 般 財 源

そ の 他 特 財 そ の 他 特 財

年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

そ の 他 特 財

事業内容

単位目標値 単位 単位


